
教育訓練給付制度 

 

労働者や離職者が、自ら費用を負担して、厚生労働大臣が指定する教育訓練講座を受講し修了した場合、本人がその教

育訓練施設に支払った経費の一部を支給する雇用保険の給付制度です。 

 

大学院リハビリテーション科学研究科博士前期（修士）課程、博士後期課程は、教育訓練給付制度（一般教育訓練給付）の

指定講座です。一定の要件を満たす者が本課程を修了した場合、対象教育訓練受講のために当該受講者本人が教育訓

練施設に支払った費用の一部がハローワークから支給されます。制度の概要等は以下のとおりですが、手続き方法等の

詳細は最寄りのハローワークにお問い合わせください。 

 

＜給付を受けることができる方＞ 

受講開始日現在、在職者であって、雇用保険の被保険者期間が３年以上（初めて支給を受けようとする方については、当

分の間、１年以上）あること、受講開始日時点で一般被保険者又は高年齢被保険者でない方は、その資格を喪失した日

（離職日の翌日）以降、受講開始日までが１年以内（適用対象期間の延長が行われた場合は最大４年以内）であること、前

回の教育訓練給付金受給から今回受講開始日前までに３年以上（※）経過していることなど一定の要件を満たす雇用保険

の一般被保険者又は高年齢被保険者、若しくは一般被保険者又は高年齢被保険者であった方が厚生労働大臣の指定す

る教育訓練を受講し修了した場合に支給されます。 

※ 平成 26 年 10 月 1 日前に教育訓練給付金を受給した場合はこの取扱は適用されません。 

＜給付額＞ 

一般教育訓練給付 

教育訓練施設に支払った教育訓練経費の 20%に相当する額となります。ただし、その額が 10 万円を超える場合は 10 万円

とし、4 千円を超えない場合は支給されません。 

 

＜教育訓練給付制度の適正な利用に必要となる事項＞ 

教育訓練給付制度を適正に利用していただくために、以下の点について十分にご理解いただくようお願いいたします。 

 

（１） 一般教育訓練給付の支給対象となる教育訓練経費とは、教育訓練の受講に必要な入学料及び受講料（最大１年分）

に限られます。 

 

（２） 受講料には、受講費のほか、受講に伴い必須となる教材費用等も含まれますが、検定試験受験料、補助教材費、補

講費、交通費、パソコン等の器材費等は含まれません。また、クレジット会社に対する手数料、支給申請時点での未納の額

（クレジット会社を介してクレジット契約が成立している場合を除きます。）も教育訓練経費に含まれるものではありません。 

 

（３） 現金等（有価証券等を含みます。）や物品の還元的な給付その他の利益を受けた場合や、各種割引の適用を受けた

場合には、その還元的な給付額や割引額等を差し引いた額が教育訓練給付金の対象となる教育訓練経費となります。こ

のため、このような還元的な給付等を受けた場合には、入学料及び受講料の額から当該還元額を控除した額で教育訓練

給付金の支給を申請することが必要になります。なお、当該教育訓練経費に係る領収書又はクレジット契約証明書の発行

後、受講料の値引き等により教育訓練経費の一部の還付が行われた場合には、教育訓練給付金の支給申請に際しては、

教育訓練実施者が受講者に発行する、還元額等が記載された「返還金明細書」の提出が必要となります。 

 

（４） 一般教育訓練給付金は、当該教育訓練を実際に本人が受講し、かつ、修了した場合のみ支給されるものです。この

ため本人以外の者が受講し、又は修了試験等を受験等した場合には、一般教育訓練給付金は支給されません。また、当

該教育訓練の修了試験に際して、あらかじめ解答が添付されている場合等にあっては、当該教育訓練を修了したものとは

認められていませんので、一般教育訓練給付金の支給を受けることはできません。 

 

＜記入例＞ http://www.hoku-iryo-u.ac.jp/~koho/ips/kyoiku-kunren.pdf 


